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　「育児休業」とは、労働者（日々雇用される方
を除く）が、その子を養育するためにする休業を
いいます。
　育児休業は、原則として子が満１歳に達するま
でで、労働者が希望する期間について取得でき、
保育園に入れない場合などは、例外的に子が満１
歳６ヶ月に達するまで育児休業期間を延長するこ
とができました。
　今回の改正では、満１歳６ヶ月以降も保育園等
に入れないなどの場合に、再度事業所に申し出る
ことにより、育児休業期間を最長２歳に達するま
で延長できるようになりました。
　これに伴い育児休業給付金の給付期間も子が満
２歳に達するまでとなっています。
　この改正により、例えば、12月で満１歳６ヶ月
までの育児休業が終わり、時期的に入れる保育園
を見つけることが難しい場合でも、比較的保育園
に入りやすい４月まで育児休業を取得することが
できるようになり、これまで退職を余儀なくされ
ていたような事態も回避することができるように
なりました。
　他の改正点としては、
・子の看護休暇（年５日）の取得単位柔軟化（半
日単位での取得も可能に）

・有期契約労働者の育児休業の取得要件の緩和
・育児休業等の対象となる子の範囲
・事業主に育児休業等を理由とするハラスメント

FEBRUARY
2019
TOTTORI

鳥取県医療勤務環境改善支援センターからのお知らせ

第８号

を防止する措置を講ずることを義務付け
などがあります。
　育児介護休業法では、休業期間中、有給にする
か無給にするか等の処遇について決められていま
せん。トラブル防止のためにも、就業規則等で有
給・無給等の処遇を明文化しておくことが必要に
なります。
　この育児休業対象者が雇用保険の被保険者であ
って、育児休業のために賃金の支払いを受けられ
ない方に対して、雇用保険法の規定により「育児
休業給付金」の支給を受けることができます。
　支払われる育児休業給付金の金額は、原則とし
て休業開始時賃金日額×支給日数の67％（育児休
業開始から180日、その後の期間については50％）
相当額です。
　この育児休業対象者が社会保険の被保険者であ
れば、当該期間の健康保険料・厚生年金保険料の
本人分は勿論、事業主負担分も含めて免除となり
ます。（ただし、国民健康保険・職域国保の健康
保険料は対象となりません）
　ここまで育児休業の幹の部分について書きまし
たが、紙面の都合もあり、他の要件の細かい取り
決めまではふれられませんでした。
　詳細な内容につきましては、厚生労働省のホー
ムページに掲載されておりますので、ご確認くだ
さい。

『「改正育児休業法」について』

（今回の担当：医療労務管理アドバイザー　浦部　博　社会保険労務士）

《HPへの掲載を始めました》
　過去に掲載した記事が支援センターのホームページでも閲覧できるようになりました！
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